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【Ⅲ－１ 医療機能や患者の状態に応じた入院医療の評価 －⑲】 

⑲ 排尿自立指導料の見直し 
  

第１ 基本的な考え方 

 

膀胱留置カテーテルの適切な管理を推進する観点から、排尿の自立に

係る評価を見直す。 

 

第２ 具体的な内容 

 

１．現行の排尿自立指導料において評価をしている入院中の患者に対す

る下部尿路機能の回復のための包括的な排尿ケアについて、入院基本

料等加算において、評価を行う。併せて、算定期間の上限を12週間と

する。 

 

（新）  排尿自立支援加算   200点（週１回） 

 

※ 以下の算定対象等については、一部を除き、現行の排尿自立指導

料と同様である。 

 

［算定対象］ 

尿道カテーテル抜去後に下部尿路機能障害の症状を有する患者又は

尿道カテーテル留置中の患者であって、尿道カテーテル抜去後に下部

尿路機能障害を生ずると見込まれるもの。 

 

［算定要件］ 

別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして地方

厚生局長等に届け出た保険医療機関に入院中の患者であって、別に厚

生労働大臣が定めるものに対して、包括的な排尿ケアを行った場合に、

患者１人につき、週１回に限り12週を限度として算定する。 

 

［施設基準］ 

（１）保険医療機関内に、以下から構成される排尿ケアに係るチーム

（以下「排尿ケアチーム」という。）が設置されていること。 

ア 下部尿路機能障害を有する患者の診療について経験を有する

医師 

イ 下部尿路機能障害を有する患者の看護に従事した経験を３年

以上有し、所定の研修を修了した専任の常勤看護師 
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ウ 下部尿路機能障害を有する患者のリハビリテーション等の経

験を有する専任の常勤理学療法士又は専任の常勤作業療法士 

（２）アに掲げる医師は、３年以上の勤務経験を有する泌尿器科の医師

又は排尿ケアに係る適切な研修を修了していること。なお、他の

保険医療機関を主たる勤務先とする医師（３年以上の勤務経験を

有する泌尿器科の医師又は排尿ケアに係る適切な研修を修了した

医師に限る。）が対診等により当該チームに参画しても差し支えな

い。 

（３）排尿ケアチームの構成員は、区分番号Ｂ００５－９に掲げる外来

排尿自立指導料に係る排尿ケアチームの構成員と兼任であっても

差し支えない。 

（４）排尿ケアチームは、対象となる患者抽出のためのスクリーニング

及び下部尿路機能評価のための情報収集（排尿日誌、残尿測定）

等の排尿ケアに関するマニュアルを作成し、当該保険医療機関内

に配布するとともに、院内研修を実施すること。 

（５）包括的排尿ケアの計画及び実施に当たっては、下部尿路機能の評

価、治療及び排尿ケアに関するガイドライン等を遵守すること。 

 

２．現行の排尿自立指導料について、入院中の患者を対象とした評価か

ら、入院中の患者以外の患者を対象とした評価に変更し、管理料の名

称を「外来排尿自立指導料」に見直す。 

 
現 行 改定案 

【排尿自立指導料】 

200点  

［算定要件］ 

注 別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た保険医療

機関に入院中の患者であって、別

に厚生労働大臣が定めるものに対

して、包括的な排尿ケアを行った

場合に、患者１人につき、週１回

に限り６週を限度として算定す

る。 

 

 

 

 

 

 

(1) 排尿自立指導料は、当該保険医

療機関に排尿に関するケアに係る

【外来排尿自立指導料】 

200点  

［算定要件］ 

注 別に厚生労働大臣が定める施設

基準に適合しているものとして地

方厚生局長等に届け出た保険医療

機関において、入院中の患者以外

の患者であって、別に厚生労働大

臣が定めるものに対して、包括的

な排尿ケアを行った場合に、患者

１人につき、週１回に限り、区分

番号Ａ２５１に掲げる排尿自立支

援加算を算定した期間と通算して

12週を限度として算定する。ただ

し、区分番号Ｃ１０６に掲げる在

宅自己導尿指導管理料を算定する

場合は、算定できない。 

 

(1) 外来排尿自立指導料は、当該保

険医療機関に排尿に関するケアに
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専門的知識を有した多職種からな

るチーム（以下「排尿ケアチー

ム」という。）を設置し、当該患

者の診療を担う医師、看護師等

が、排尿ケアチームと連携して、

当該患者の排尿自立の可能性及び

下部尿路機能を評価し、排尿誘導

等の保存療法、リハビリテーショ

ン、薬物療法等を組み合わせるな

ど、下部尿路機能の回復のための

包括的なケア（以下「包括的排尿

ケア」という。）を実施すること

を評価するものである。 

 

 

(2) 当該指導料は、次のいずれかに

該当する者について算定できる。 

 

 

 

 

 

ア 尿道カテーテル抜去後に、尿

失禁、尿閉等の下部尿路機能障

害の症状を有するもの 

イ 尿道カテーテル留置中の患者

であって、尿道カテーテル抜去

後に下部尿路機能障害を生ずる

と見込まれるもの 

(3) 病棟の看護師等は、以下の取組

を行った上で、排尿ケアチームに

相談すること。 

ア 尿道カテーテル抜去後の患者

であって、尿失禁、尿閉等の下

部尿路機能障害の症状を有する

患者を抽出する。 

イ アの患者について下部尿路機

能評価のための情報収集（排尿

日誌、残尿測定等）を行う。 

ウ 尿道カテーテル挿入中の患者

について、尿道カテーテル抜去

後の、排尿自立の可能性につい

て評価し、抜去後に下部尿路機

能障害を生ずると見込まれる

が、排尿自立の可能性がある患

者を抽出する。 

(4) 排尿ケアチームは、(3)を基に下

係る専門的知識を有した多職種か

らなるチーム（以下「排尿ケアチ

ーム」という。）を設置し、入院

中から当該患者の排尿自立の可能

性及び下部尿路機能を評価し、排

尿誘導等の保存療法、リハビリテ

ーション、薬物療法等を組み合わ

せるなど、下部尿路機能の回復の

ための包括的なケア（以下「包括

的排尿ケア」という。）を実施し

ていた患者に対して、入院中に退

院後の包括的排尿ケアの必要性を

認めた場合に、外来において、引

き続き包括的排尿ケアを実施する

ことを評価するものである。 

(2) 当該指導料は、当該保険医療機

関の入院中に排尿自立支援加算を

算定し、かつ、退院後も継続的な

包括的排尿ケアの必要があると認

めたものであって、次のいずれか

に該当する者について算定でき

る。 

ア 尿道カテーテル抜去後に、尿

失禁、尿閉等の下部尿路機能障

害の症状を有するもの 

イ 尿道カテーテル留置中の患者

であって、尿道カテーテル抜去

後に下部尿路機能障害を生ずる

と見込まれるもの 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 
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部尿路機能障害を評価し、病棟の

看護師等と共同して、排尿自立に

向けた包括的排尿ケアの計画を策

定する。 

包括的排尿ケアの内容は、看護

師等による排尿誘導や生活指導、

必要に応じ理学療法士等による排

尿に関連する動作訓練、医師によ

る薬物療法等を組み合わせた計画

とする。 

(5) 排尿ケアチーム、病棟の看護師

等及び関係する従事者は、共同し

て(4)に基づく包括的排尿ケアを実

施する。実施中及び実施後は定期

的に評価を行う。 

 

 

 

(6) (3)から(5)までについて、診療

録に記載する。 

(7) 排尿ケアチームが当該患者の状

況を評価するなど何らかの関与を

行うと共に、病棟の看護師等が、

包括的排尿ケアの計画に基づいて

患者に対し直接的な指導・援助を

行った場合について、週１回に限

り、計６回まで算定できる。排尿

ケアチームによる関与と、病棟の

看護師等による患者への直接的な

指導・援助のうち、いずれか片方

のみしか行われなかった週につい

ては算定できない。また、排尿が

自立し指導を終了した場合には、

その後については算定できない。 

 

 

 

 

［施設基準］ 

(1) 排尿自立指導料の施設基準 

排尿に関するケアを行うにつき

十分な体制が整備されているこ

と。 

(2) 排尿自立指導料の対象患者 

尿道カテーテル抜去後に下部尿

路機能障害の症状を有する患者又

は尿道カテーテル留置中の患者で

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 排尿ケアチーム及び当該患者の

診療を担う保険医又は看護師等

は、共同して、入院中に策定した

計画に基づいて包括的排尿ケアを

実施する。実施中及び実施後は定

期的に評価を行い、必要に応じて

排尿ケアチームが当該計画の見直

しを行う。 

(4) (3)について、診療録に記載す

る。 

(5) 排尿ケアチームが当該患者の状

況を評価するなど何らかの関与を

行うと共に、排尿ケアチーム、当

該患者の診療を担う保険医又は当

該医師の指示を受けた看護師等

が、包括的排尿ケアの計画に基づ

いて患者に対し直接的な指導・援

助を行った場合について、週１回

に限り、排尿自立支援加算を算定

した期間と通算して計12週まで算

定できる。当該患者の診療を担う

保険医又は看護師等による患者へ

の直接的な指導・援助のみしか行

われなかった場合については算定

できない。また、排尿が自立し指

導を終了した場合には、その後に

ついては算定できない。 

 

［施設基準］ 

(1) 外来排尿自立指導料の施設基準 

排尿に関するケアを行うにつき

十分な体制が整備されているこ

と。 

(2) 外来排尿自立指導料の対象患者 

当該保険医療機関の入院中に排

尿自立支援加算を算定していた患

者のうち、尿道カテーテル抜去後
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あって、尿道カテーテル抜去後に

下部尿路機能障害を生ずると見込

まれるもの。 

 

 

 

(1) 保険医療機関内に、以下から構

成される排尿ケアに係るチーム

（以下「排尿ケアチーム」とい

う。）が設置されていること。 

ア 下部尿路機能障害を有する患

者の診療について経験を有する

医師（他の保険医療機関を主た

る勤務先とする泌尿器科の医師

が対診等により当該チームに参

画してもよい。） 

イ～ウ （略） 

(2) アに掲げる医師は、３年以上の

勤務経験を有する泌尿器科の医師

又は排尿ケアに係る適切な研修を

修了していること。 

 

 

 

 

 

 

(3) （略） 

（新設） 

 

 

 

 

(4) 排尿ケアチームは、対象となる

患者抽出のためのスクリーニング

及び下部尿路機能評価のための情

報収集（排尿日誌、残尿測定）等

の排尿ケアに関するマニュアルを

作成し、当該保険医療機関内に配

布するとともに、院内研修を実施

すること。 

(5) （略） 

に下部尿路機能障害の症状を有す

る患者又は尿道カテーテル留置中

の患者であって、尿道カテーテル

抜去後に下部尿路機能障害を生ず

ると見込まれるもの。 

 

(1) 保険医療機関内に、以下から構

成される排尿ケアに係るチーム

（以下「排尿ケアチーム」とい

う。）が設置されていること。 

ア 下部尿路機能障害を有する患

者の診療について経験を有する

医師 

 

 

 

イ～ウ （略） 

(2) アに掲げる医師は、３年以上の

勤務経験を有する泌尿器科の医師

又は排尿ケアに係る適切な研修を

修了していること。なお、他の保

険医療機関を主たる勤務先とする

医師（３年以上の勤務経験を有す

る泌尿器科の医師又は排尿ケアに

係る適切な研修を修了した医師に

限る。）が対診等により当該チー

ムに参画しても差し支えない。 

(3) （略） 

(4) 排尿ケアチームの構成員は、区

分番号Ａ２５１に掲げる排尿自立

支援加算に係る排尿ケアチームの

構成員と兼任であっても差し支え

ない。 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

(5) （略） 

 




